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日本の自販機は昭和50年頃から急

速に普及した。１台で「暖」と「冷」

の２つ条件の商品を販売する世界初

の自販機開発があった年だ。現在、

飲料自販機は全国で263万台とな

り、飲料とサービスでの売上は2.7

兆円に成長した。自販機全体ではコ

ンビニ業界の売上げに匹敵する。

自販機で売られる飲料は、飲料メ

ーカー独自で管理・運営するもの

と、酒屋などの小売店運営に任せる

もの、オペレーター企業が運営する

ものの３つの流れがある。今回はこ

のオペレーター企業の団体である日

本自動販売協会の宇佐見正紀専務理

事［写真］に話をうかがった。

現在の取り組みの大きな柱は、

「地球温暖化防止への取り組み」と

「防犯と防災への取り組み」の２本。

自販機全体の消費電力量は91年から

06年まで約20％を削減（日本自動

販売機工業会資料）、さらに自販機

１台あたりの消費電力量を12年まで

に36％削減する計画だ。このために

は「日中の照明OFF」、「保温性の高

い真空断熱材の使用」や「夏場の冷

却運転制限」などの徹底が必要とな

る。これが実現できると削減率は91

年比で50％となる。合わせて炭化

水素（HC）などを冷媒としたノンフ

ロン自販機の本格出荷もはじまり、

環境対策はこれからも最重点の取り

組みとなる。

一方、防災・防犯関係での取り組

みでは、05年から始まっている「住

所表示ステッカー」が解りやすい。

事件や火災などに遭遇し、携帯電話

で110番や119番通報をする際、近

くにある自販機で住所を確認でき

る。また、携帯電話などから通報し

たことで、電話番号だけでは通報者

の所在地を確認できないケースにも

役立つ。

横浜市中区役所１階に設置された
電光表示機付自販機

飲料自販機が「社会の公器」となる日

地震や津波などの緊急時に警報や避難指示などの情報を市民がいち早く知ることが重要な課題となっている。

特に屋外での情報入手の機会を広げようとする取り組みが各地で進められている。今回は日ごろの社会生活で

なくてはならない存在となっている自動販売機（以下、自販機）に焦点をあて、LEDによる電光表示機を付け

文字情報などをリアルタイムに表示するなど、防災に役立つさまざまな自販機の取り組みについて紹介する。

2兆7000億円ビジネスの
防災戦略
これからの飲料自販機は
「防災にやさしい」がキーワード

目覚しい防災・防犯への取組み
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災害時には遠隔操作などで自販機

の中の飲料を無料で提供できる機能

（フリーベンド機能）を備えた「地域

貢献型自動販売機」も導入され始め

ている。管理者の簡単な操作で飲料

を無料提供することができ、バッテ

リーの搭載により、災害停電時でも

飲料を提供することができる。

こうした防災自販機を設置するこ

とを条件に、ビルのエレベータに

「閉じ込め対策」の一環で飲料やフ

ルーツ缶のほか、簡易トイレ、発電

機付ラジオ、携帯電話充電器、など

をコーナー部分に常備するメーカー

も登場している。

「飲料を買うと募金ができる自販

機」も注目されている。兵庫県豊岡

市が取り組む運動の一環で「コウノ

トリ支援自販機」は、自販機の前面

にコウノトリが描かれた楽しいデザ

イン［写真］で、売上金の一部を寄

付する仕組みだ。このほかにも全国

でたくさんの飲料自販機がチャリテ

ィー自販機として募金活動の一翼を

担っている。

また、「AED付自販機」は、AED

を内蔵し取り出すと自動的に電源が

入り、使用手順を音声で案内してく

れる。

「子供の登下校を見守る自販機」は

も進んでいるが、業界としても社会

的な責任を果たす体制づくりが着々

と進められている。これは、安心安

全の分野についても同じで、飲料自

販機の上に電光表示機を設置して防

災情報などを流す機能を付加するな

ど。耐久性と耐震性に優れた自販機

だからできることでもある」と自負

する。

といっても競争原理の中で既に成

熟しきった業界でもあり、新たな機

能を多額の経費を掛けて付加するこ

とには限界がある。

「年間売上が100万円としても、

１台の自販機価格が約50万円かか

り、最近は官庁を中心に公募型の設

置が増大したことで、売上額の25％

以上のマージンを要求されるケース

も少なくない。さらに、職員の福利

厚生を目的に販売価格を落されるな

ど、利益を出せない自販機も少なく

ない」（大手オペレーター企業販売

責任者）という厳しい現実もある。

自販機業界団体がおこなったアン

ケート調査によると、清涼飲料自販

機を78.8％の人が「必要」と考えて

いることがわかった。「店まで行く

のが大変」「休日や夜間に購入する

ので」「あると安心」など。もはや、

社会生活に密接な関係のある飲料自

販機。しかも、「災害時のリアルタ

イム情報提供」や「飲料備蓄」、「防

犯」に「人命救助」、「寄付行為」な

ど、もはや「社会の公器」といわれ

てもいい時代がやってきている。

特にPTA関係者に関心が高い。自

販機にカメラを設置し、児童の登下

校をチェックするシステムで、実用

化に向けたテストが行われている。

これは、ネットワーク対応の防犯

カメラを通学路にある自販機に設置

して、通信機能を備えた自販機にブ

ロードバンドネットワークで画像デー

タを収集し、一元管理することで効

率的に防犯画像などが利用できる仕

組みだ。

さらに、子供たちに防犯用のICカ

ードを配布し、このカード内に仕込

まれた無線IDタグを連携させ、通学

路のポイント通過探知や緊急時の通

報などを行う実験も行われている。

地震などによる飲料自販機の転倒

防止策としてJIS規格の据付基準

（1996年改定）があるが、これを補

完する業界自主基準として自動販売

機据付基準が制定されており、関連

業界では「耐震化技術研究会」を設

置し、安全性を確保できる据付方法

について研究が進められている。

最近の自販機の業界の状況につい

て宇佐見正紀専務理事は、「全国で

540万台（07年末現在）ある自販機

の内、約半数が飲料自販機。ビール

自販機の撤去などによりここ数年は

設置数が減少傾向にある。自販機の

設置年数はおよそ7年。この期間を

経過すると、新しい性能の自販機に

入れ替わることが可能だ。いま、温

暖化対策では2012年には（06年比）

約36％の消費電力削減を業界のノ

ルマとして推進している。長野県を

はじめ都道府県の地球温暖化条例化

全国263万台の飲料自販機が防災でネットする

豊岡市に設置された「コウノトリ支援自販機」

日本自動販売協会
専務理事

宇佐見正紀氏

転倒防止等で業界自主基準制定



携帯電話が広く普及しております

が、その一方で、携帯電話を持ってい

ない高齢の方や子供達などには情報

が伝わらないという状況があります。

こうした状況でも多くの人に防

災・防犯などの公共情報を伝える方

法はないかと考えたとき、街中に電

光表示機を設置し、携帯メールに配

信される豊富な情報をこの掲示板に

連携できないか。携帯電話を持って

いない人でもその情報を受け取る方

法はないか。これが当社の電光表示

機を活用した総合情報配信サービス

の発想の根源です。

自動販売機オペレーターナンバー

ワンのジャパンビバレッジに相談を

持ちかけると、「社会への貢献は重要

な課題。電光表示機を活用した総合

情報配信サービス構想は、これまで
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の電光表示機付自販機と異なり、安

心・安全に寄与した街のメディアと

して役立てていける」との判断で、

快く提携して頂くこととなりました。

このサービスの特徴のひとつに、

複数の通信方式が使える仕組みがあ

ります。仮に災害時などで携帯電話

網が使えない状況にあってもＭＣＡ

無線通信網やFM文字多重放送波な

どを使用できるようにし、可能な限

り情報提供ができるよう考案されて

います。

この電光表示機付自販機に表示す

る情報は、気象庁の防災情報サーバ

ーと連携、中央官庁・地方自治体な

どが、住民向けに配信する電子メー

ル情報も取り込むことができ、また

家族間で交わす携帯メールによる安

否確認情報も連携させることができ

街中の掲示板と携帯メール情報のリンク
高度な地域防災システム構築へ

横須賀市にある神奈川歯科大学と湘南短期
大では２台の電光表示機付自販機を導入した。
「IDとパスワードを入力し、専用画面か

ら電光表示機を設定、フリーベンドの実行を
支持し、配信するメッセージを手動で登録す
る。これで20パタンまでのお知らせを定期
的に一定期間繰り返し流せる。『月1回は保険
証を持参してください』など付属病院の特色
を持たせたお知らせなど考えていきたい」
同学の管理会社KDC㈱専務の谷川隆英さ
んは、電光表示機の設定の簡単さを強調しな

がら、その機能に期待をかける。
「大学から海までわずか300ｍ。周辺は埋
立地に囲まれ、震災時の津波と液状化現象が
心配な地域。緊急地震速報の警報音が自販機
の周辺にいる人に広く伝わるほか、災害時フ
リーベンダーとなり新鮮な飲料が無料で提供
されることがありがたい」
同学では今後、職員、学生合わせて1200
人分の安否確認情報などをこの電光表示機に
集約させるなど、メール配信技術に特化する
自販機の機能に期待している。

鈴木祐二氏 ニュークリアス代表取締役社長

ます。

さらに、自販機に設置された表示

機で気象庁が発表する“緊急地震速

報”配信にも対応しています。

この電光表示機を活用した総合情

報配信サービスを搭載した自販機が

増えることにより、携帯電話を持た

ない方や携帯電話を使用できない状

況下にある場合でも、インターネッ

トや携帯メールで交わされるさまざ

まな情報を得ることができ、情報ギ

ャップを埋めることができる、と考

えました。

今後、１台でも多くの自販機から

情報配信を行い、街の新しい防災・

防犯ステーションとして役立ててい

ただくことで、高度な地域防災シス

テムをご提供できたらというのが私

どもの願いです。

簡単設定で常時20パタンまでのメッセージ表示 神奈川歯科大学の導入事例

神奈川歯科大学に設置された
電光表示機付自販機

大手通信会社にて人工衛星搭載用データ記録装置およびコマンド管制制御装置の開発に従事。
以後、中堅システムハウスの未来技術開発室室長を経て平成 3年㈱ニュークリアス設立。
ニュークリアスは、高速のメール配信エンジン等の開発により、
防災・防犯メール配信システムや安否確認システム等を提供している企業。
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災害や犯罪から子供たちを守るた

めの施策は全国で様々に展開されて

いますが、そのなかで最も重要だと

位置づけられているのが地域のコミ

ュニティであり、コミュニティ間の

情報共有です。

私は常々危険は身近に潜むことや

防災の日常化を標榜しています。つ

まり、日常生活の中にいくつものリ

スクが潜んでいて、つねに備えてい

なければ危機回避や被害の軽減は難

しいということです。

とくに有事の際に頼りとなる情報

の共有化は日頃の付き合いが大きく

影響することから、日常生活におい

て住民同士はもちろんのこと、その

地域の就業者を含めた共有化が望ま

しいことは言うまでもありません。

しかし、昨今の社会変化により、

都市部では長期定着人口が低く、地

認情報を屋外でまとめて入手できる

画期的なものです。

平常時は天気予報や地域のニュー

スなどを流すことで生活に役立つ情

報を地域で共有することができま

す。こうしたツールを使いこなせば、

お店の特売情報をリアルタイムで流

せるので地域経済の活性化にもつな

がりますし、行事やイベント、講座

への誘いなど住民や就業者の参加を

促しコミュニティを広げることも可

能です。

こういったシステムを活用して地

域の活性化、安全を高めるためには

電光表示機付自販機を役所や病院の

待合室、避難所となる公園、会社な

どに多く設置し、平常時からの情報

の共有化を促進する必要がありま

す。

域のつながりが希薄であったり、中

間地や過疎地は地域のつながりは強

くても地域経済の縮小、人口減少・

高齢化に加えて個人情報保護法によ

りコミュニティの維持・情報の共有

化が難しいという課題があります。

そこで期待されるのが新しいコミ

ュニティの形成であり、情報の伝達

システムです。

私たちの身近にある清涼飲料自販

機は、いまその役割を担うものとし

て期待されています。夜間は外灯と

しての防犯機能をもつばかりでな

く、災害時には電光表示機であれば

災害情報を提供するほか、無償で自

販機の中身を開放してくれる企業も

あります。

とくに、昼間都市部で働いている

会社員は、住民ではないので地域の

情報を受け取る機会が乏しいため、

災害時には避難場所や医

療施設がわからないとい

う問題がありました。

電光表示機に配信、表

示するシステムは、ひと

つの施設で入力・発信さ

れた情報が、ネットワー

クでつながっている役

所、病院、交通機関、学

校などに伝達されるもの

で、地域の犯罪情報や災

害時の被害情報、安否確

災害や犯罪から子供たちを守る――

新しいコミュニティの形成は
情報の伝達システムから

国崎信江氏 ●危機管理教育研究所代表・危機管理アドバイザー

国崎伸江さん：外資系航空会社の機内通訳を経験し
たあと結婚を機に退社。主婦に。以後、阪神淡路大
震災のような自然災害から小さな子どもを守るため
の研究を始める。青少年等に向けた防災教育プログ
ラム策定委員会委員、土木学会・巨大地震災害への
対応検討特別委員会委員、内閣府・中央防災会議首
都直下地震避難対策等専門調査会専門委員などを歴
任。防災絵本など、著書多数

子供の登下校を見守る自販機

「飲料自販機な・る・ほ・どBOOK」より



　自販機オペレーター業界トップの㈱ジャパンビバレッジと電子メール
配信システムで数多くの実績を持つ㈱ニュークリアスが提携し、Ｌ EＤ
（発光ダイオード）の電光表示機を活用した新たな情報配信サービス「イ
ンフォマジック」を提供している。インターネットに接続されているパ
ソコンや携帯電話から飲料自販機に設置された電光表示機に一斉に情報
を流すことができ、気象庁の緊急地震速報配信のほか、被災後の安否確
認情報の配信など、地方自治体に数多くの実績をもつ両社の「地域防災
システム構築」に全国の期待が寄せられている。

避難勧告

水の配給について

特別診療のお知らせ 災害救助の連絡

市役所設置の自販機に登録

各ユーザーが自分の自販機
のために登録した内容を
他の自販機表示機に
配信可能

※表示したい内容を
　表示側の管理者に
　選択設定して頂きます 町内会設置の自販機に登録

病院設置の
自販機に登録

消防署設置の
自販機に登録

電光表示機を活用した総合情報配信サービス

メール高速配信技術を生かした
新たな情報配信サービス
携帯メール情報を自販機の電光表示機に

　気象庁発表の自然災害情報のほか、地
震を事前に知らせる緊急地震速報。さら
に、防犯情報、中央官庁・自治体その他
の公共情報などの自動配信が可能。任意

で情報を流すことも可能だ。
　また、「地震や津波などが発生した時」
には、既に表示されている一般情報の表
示を中止し、緊急災害情報として地震の

震度や津波情報を割込みで表示する機能
を有している。
　災害発生時には、㈱ジャパンビバレッ
ジが社会貢献の一環として、飲料自販機
内の飲料水を無料で開放することを決め
ている。この無料開放操作は「インフォ
マジック」を通じて遠隔で行うことがで
きる。
　また、電光表示機は、設置する場所や
用途によって、通信インターフェースを
選択することができ、高速配信を行う携
帯電話網や、一斉に情報配信が可能で災
害に強いＭＣＡ無線通信、ＦＭ文字多重
通信など、用途によって多彩な選択肢を
持っている。

Ⓐ自然災害情報の自動表示。電光表示機設置地域に沿った自然災害情報を自動表示

Ⓑ電光表示機付自販機。緊急地震速報
や防犯情報などの自動配信が可能

Ⓒインターネット接続されているパソコ
ンから各種のお知らせや連絡事項、おす
すめの情報などが日時を指定して表示で
きる

Ⓓジャパンビバレッジとニュークリアス
の提供する電光表示機には、横幅1024
㎜の大型と512㎜の中型、フルカラーと
3色表示のバリエーションがある

Ⓔ阪神淡路大震災と同じ揺れの地震にも
耐えうる免震機能が付いた自販機
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Ⓔ

自然災害情報や緊急地震速報など
緊急情報を「割込み」で自動配信

クロスオーバー表示
　『インフォマジック』の大
きな特徴のひとつである「ク
ロスオーバー表示」では、他
の表示機で登録されている情
報を自分の表示機に選択表示
させ、情報の共有化ができる。
例えば、病院が設置している
電光表示機に、近隣の消防署
や警察署が設置している電光
表示機の情報を表示させ、消
防や警察が発表している被災
情報や防犯情報を共有する事
が可能。




